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厚生労働省 社会・援護局障害保健福祉部

障害福祉課 地域生活支援推進室

相談支援係

障害者相談支援事業の実施状況等について

令和３年度 都道府県分

※結果については、特筆がない場合いずれも令和４年４月時点のもの
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管内の指定一般相談支援事業所について

3,352 , 
91%

292 , 
8%

27 , 
1%

指定一般相談支援事業所の指定状況

①地域移行支援＋地域定

着支援

②地域移行支援のみ

③地域定着支援のみ

指定一般相談支援事業所数：3,671
うち、 指定特定相談支援事業の指定あり：3,594

指定障害児相談支援事業の指定あり：2,894

1,469 , 
40%

2,202 , 
60%

障害者相談支援事業の委託の有無

①委託あり

②委託なし

指定一般相談支援事業所数：3,671
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40 , 
1%

1,971 , 
54%

269 , 
7%

223, 
6%

6, 
0%

584, 
16%

506, 
14%

72, 
2%

指定一般相談支援事業所の運営主体

①地方公共団体

②社会福祉法人

③医療法人

④社団・財団法人

⑤協同組合

⑥営利法人

⑦特定非営利法人

⑧その他

指定一般相談支援事業所数：3,671

52 , 
1%

260 , 
7%

2,477 , 
68%

319, 
9%

563, 
15%

指定一般相談支援事業所の窓口の設置場所

①市町村役所

②公共施設

③障害福祉サービス事業

所内

④障害者支援施設

⑤その他

指定一般相談支援事業所数：3,671



管内の指定一般相談支援事業所について

213 , 
48%

25 , 
6%

163 , 
37%

12, 
3%

11, 
2%

18, 
4%

指定一般相談支援事業所に配置されている

ピアカウンセラーの人数（対象者別）

①身体障害

②知的障害

③精神障害

④高次脳

⑤難病

⑥発達
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ピアカウンセラーの人数：442

4,445 
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指定一般相談支援事業所に配置されている専門的職員の人数

①社会福祉士 

②保健師 

③精神保健福祉士 

④看護師・准看護師 

⑤介護福祉士 

⑥介護支援専門員 

⑦臨床心理士 

⑧公認心理師 

⑨その他の専門的職員 

相談支援の業務に従事する者の人数：12,895
うち、 相談支援専門員の人数：10,897

相談支援専門員以外の人数： 1,998

※１人の者が複数の資格を有する場合は、複数に人数を計上

※指定特定・指定障害児相談支援事業所の指定以外に、指定一般相談支援事業所の指定も併せて受けている場合、
指定一般相談支援事業所の相談支援の業務に従事する者の人数も含めて計上している。



管内の指定一般相談支援事業所について

604 , 
17%

2,283 , 
62%

477 , 
13%

307, 
8%

指定一般相談支援事業所の対応日

①365日対応

②平日（月～

金）のみ対応

③平日（月～

金）＋土曜日

対応

④その他

80 , 
2%

490 , 
14%

34 , 
1%

71 , 
2%

1,113 , 
30%

1,883 , 
51%

指定一般相談支援事業所の

対応日＋対応時間

①365日対応＋24時
間（夜間は夜勤・宿
直）対応

②365日対応＋24時
間（夜間は携帯）対応

③365日対応＋24時
間対応なし

④365日対応なし＋
24時間（夜間は夜勤・
宿直）対応

⑤365日対応なし＋
24時間（夜間は携帯）
対応

⑥365日対応なし＋
24時間対応なし

事業所数：3,671

151 , 
4%

1,603 , 
44%1,917 , 

52%

指定一般相談支援事業所の対応時間

①24時間対応

（夜間は夜勤・

宿直）

②24時間対応

（夜間は携帯）

③24時間対応

なし

事業所数：3,671事業所数：3,671
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2,856 , 
78%

815 , 
22%

一般相談支援事業所の障害種別等別の対象者

①障害種別問わず

②対象を限定

事業所数：3,671

※対象を限定している場合の取
り扱う障害種別（複数回答可）

○身体 411 ○知的 548
○精神 649

62 
48 
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窓
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他機関と一体的に総合的な窓口を設置している窓口

①地域包括支援センター

関係

②保健・子育て・発達支

援関係

③就労支援関係

④市区町村総合相談関

係

⑤虐待防止センター関係

一体的窓口設置
事業所数：355

365日+24時間対応
（①＋②）570,

16%

※１つの窓口が複数の関係機関と一体的に総合的な
窓口を設置している場合は、複数計上している。



都道府県相談支援体制整備事業について
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都道府県相談支援体制整備事業の実施状況（経年比較）

実施都道

府県数

実施率

【全国】

• アドバイザー数：371人

• アドバイザー１人当たり年間延べ活動日数：58.7日/人

【１都道府県当たり平均】

• アドバイザー数：10.0人

※ 実施都道府県のうち、年間延べ活動日数とアドバイザーの人数のいずれにも回答のあった37都道府県の回答よ

り算出したもの。

都道府県相談支援体制整備事業の実施状況

37 , 
79%

10 , 
21%

都道府県相談支援体制整備事業の

実施状況

①実施

②未実施

※ 平成23年４月１日の実施状況は、被災３県を除くデータ。

都道府県数：47



45 

0 

30 

5 4 3 

108 

131 

45 

0

20

40

60

80

100

120

140

ア
ド
バ
イ
ザ
ー
の
人
数

都道府県相談支援体制整備事業のアドバイザーの人数（資格別）

①社会福祉士

②保健師

③精神保健福祉士

④看護師・准看護師

⑤介護福祉士

⑥介護支援専門員

⑦主任相談支援専門員

⑧相談支援専門員

⑨その他

都道府県相談支援体制整備事業について
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都道府県相談支援体制整備事業の業務内容

①地域のネットワーク構築に向けた指導、調整

②地域では対応困難な事例に係る助言

③地域における専門的支援システムの立ち上げ援助

④広域的課題、複数圏域にまたがる課題の解決に向

けた体制整備への支援

⑤相談支援従事者のスキルアップに向けた指導

⑥地域の社会資源（インフォーマルなものを含む）の点

検、開発に関する援助

⑦その他

※複数回答可であるため、合計数は実施都道府県数と一致しない。

実施都道府県数：37
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10 , 
27%

13 , 
35%

9 , 
24%

5, 
14%

都道府県相談支援体制整備事業の

アドバイザーの人数

①０～５人

②６～10人

③11～15人

④16人以上

実施都道府県数：37



障害児等療育支援事業について
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障害児等療育支援事業の実施内容

①訪問による療育指導

②外来による専門的な療育相談、指導

③障害児の通う保育所や障害児通園事業等の職員の

療育技術の指導

④療育機関に対する支援

⑤その他

実施都道府県数：42
実施指定都市・中核市数：58

※複数回答可であるため、合計数は実施都道府県数と一致しない。
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42 , 
32%

5 , 
4%

58 , 
45%

24 , 
19%

47, 
36%

82, 
64%

障害児等療育支援事業の実施状況

①（都道府県）実施

②（都道府県）未実施

③（指定都市・中核市）

実施

④（指定都市・中核市）

未実施

都道府県数：47
指定都市・中核市数：82

6 , 
6%

29 , 
29%

7 , 
7%

12 , 
12%

43 , 
43%

3, 
3%

42, 
42%

58, 
58%

障害児等療育支援事業の実施方法

①（都道府県）直営で実施

②（都道府県）委託で実施

③（都道府県）直営＋委託

で実施

④（指定都市・中核市）直営

で実施

⑤（指定都市・中核市）委託

で実施

⑥（指定都市・中核市）直営

＋委託で実施

実施都道府県数：42
実施指定都市・中核市数：58

※委託先は障害児施設等

都道府県指定都市
中核市

都道府県

指定都市
中核市



相談支援従事者研修研修について
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相談支援従事者研修の実施回数（経年比較）

初任者研修

現任研修

主任研修

※H22年度の研修修了者数は、被災３県を除くデータ。
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相談支援従事者初任者研修の修了者数（経年比較）

初任者研

修（31.5

時間以

上）

旧ケアマ

ネジメン

ト研修修

了者（※）

※旧ケアマネジメント研修修了者を対象とした研修（6.5時間以上）
修了者（23年度まで実施）

※H22年度の研修修了者数は、被災３県を除くデータ。

H18～R3年度修了者数合計：156,339
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相談支援従事者現任研修の修了者数（経年比較）

H18～R3年度修了者数合計：57,563
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相談支援従事者主任研修の修了者数（経年比較）

都道府

県研修

国研修

H18～R3年度修了者数合計：1,700

※H22年度の研修修了者数は、被災３県を除くデータ。



サービス管理責任者研修について
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サービス管理責任者等研修の修了者数（経年比較）

基礎研修

実践研修

更新研修※H31からカリキュラムを見直し分野を統合（従前は分野別研修のみ）
※研修体系を、基礎研修→OJT→実践研修→更新研修（５年毎）と改定
※実践研修については、R3から各都道府県において実施

H31～R3年度修了者数合計
基礎研修：53,889
実践研修： 5,235
更新研修：45,245

H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30

合計 9,765 13,112 16,577 13,822 13,521 18,547 17,253 17,501 19,087 20,527 21,259 24,348 24,686

介護 2,775 4,172 5,265 4,404 4,112 5,639 4,662 4,580 4,522 4,938 4,610 4,959 5,085

身体 369 503 477 303 315 379 270 238 382 292 300 497 247

知的・精神 3,322 3,795 4,604 3,733 3,607 4,566 4,009 3,957 3,835 4,013 4,161 4,555 4,644

就労 2,373 3,819 5,094 4,158 4,010 5,438 4,957 4,879 5,081 5,581 5,848 6,304 6,453

児童 926 823 1,137 1,224 1,477 2,525 3,355 3,847 5,267 5,703 6,340 8,033 8,257
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サービス管理責任者等研修の修了者数（経年比較） H18～H30年度修了者数合計：230,005
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専門コース別研修について（令和３年度）

※①～⑤については、相談支援従事者研修に設定
※⑥については、相談支援従事者研修、サービス管理責任者研修共通コースとして設定 9
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専門コース別研修の実施回数

①障害児支援

②権利擁護・成年後見制度

③地域移行・定着、触法

④セルフマネジメント

⑤スーパービジョン・管理・運営

⑥意思決定支援

⑦標準カリキュラム以外
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専門コース別研修の修了者数

①障害児支援

②権利擁護・成年後見制度

③地域移行・定着、触法

④セルフマネジメント

⑤スーパービジョン・管理・運営

⑥意思決定支援

⑦標準カリキュラム以外
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0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

①指定一般・特定・障害児相談支援事業者（相談支援事業の委託あり）

②指定一般・特定・障害児相談支援事業者（相談支援事業の委託なし）

③障害者就業・生活支援センター

④発達障害者支援センター

⑤障害福祉サービス事業所

⑥医療機関（病院・診療所など）

⑦教育関係機関（特別支援学校など）

⑧民間企業

⑨高齢者介護の関係機関

⑩障害当事者団体・障害当事者（障害者相談員を除く）

⑪権利擁護関係団体（権利擁護関係者）

⑫大学等（学識経験者など）

⑬公共職業安定所（ハローワーク）

⑭保健所

⑮保育所

⑯児童相談所

⑰市町村（行政職員）

⑱都道府県（行政職員）

⑲身体障害者相談員

⑳知的障害者相談員

㉑民生委員・児童委員

㉒主任児童委員

㉓地域住民の代表者

㉔管内の地域（自立支援）協議会の代表者

㉕その他

（自立支援）協議会の構成メンバー（所属別）

都道府県（自立支援）協議会について

10
各機関に所属している者をメンバーとしている協議会の割合

設置都道府県数：47

【設置状況】 【運営方法】

○設置済み：47都道府県 ○直営：46都道府県 ○委託：１都道府県

設置状況・運営方法
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専門部会（課題別）の開催実績（令和３年度）

①権利擁護関係

②地域移行関係

③退院促進関係

④就労関係

⑤子ども関係

⑥人材養成関係

⑦相談支援関係

⑧精神関係

⑨その他

（自立支援）協議会 専門部会について

7 , 
15%

20 , 
43%

15 , 
32%

2, 
4%

3, 
6%

（自立支援）協議会の開催実績（令和３年度）

※専門部会を除く

０回

１回

２回

３回

４回以上

11

設置都道府県数：47
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専門部会（課題別）の設置状況

①権利擁護関係

②地域移行関係

③退院促進関係

④就労関係

⑤子ども関係

⑥人材養成関係

⑦相談支援関係

⑧精神関係

⑨その他※複数回答可であるため、合計数は設置数と
一致しない。

専門部会（課題別）設置都道府県数:43

43 , 
91%

4 , 
9%

（自立支援）協議会専門部会の設置状況

①設置

②未設置

専門部会の種類の内訳は、
○課題別：42 ○障害別：5
○地域別： 1 ○その他：1
※複数の種別の専門部会を設置
している都道府県があるため、
専門部会設置都道府県数と一
致しない。

設置都道府県数：47

専門部会（課題別）設置都道府県数:43



都道府県（自立支援）協議会について

12
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（自立支援）協議会の運営に関する課題

①障害福祉サービスの実施状況や基盤整備の状況を把握す

ることができない

②都道府県の課題（人材育成、地域移行等）を把握すること

ができない

③市町村や市町村協議会との連携方法がわからない

④協議会の開催方法（議題など）がわからない

⑤予算の確保が困難

⑥その他

設置都道府県数:47

※複数回答可であるため、合計数は設置都道府県数と一致しない。
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（自立支援）協議会での協議項目

①市町村協議会で抽出された課題の検討

②都道府県内の圏域ごとの相談支援体制

の状況を把握・評価し、整備方策を助言

③相談支援従事者の研修のあり方を協議

④専門的分野における支援方策について

情報や知見を共有、普及

⑤都道府県障害者福祉計画の作成・具体

化に向けた協議

⑥相談支援体制整備特別事業について

⑦その他

設置都道府県数:47
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（自立支援）協議会の活性化に向けての工夫

①圏域ごとにアドバイザーを配置

し、相談支援体制の充実に向けた

支援を行う

②市町村協議会の運営状況を確認

する職員を配置（委託可）

③圏域ごとに圏域調整会議や協議

会等を設置し、地域の状況把握に

努める

④情報交換、状況把握など

※複数回答可であるため、合計数は設置
都道府県数と一致しない。

※複数回答可であるため、合計数は設置
都道府県数と一致しない。

設置都道府県数:47


